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１．福島第一原子力発電所事故の教訓

「（４）遮蔽設備及び換気設備
等設計」にて説明

外部からの支援なしに７日間
活動可能な資機材の配備

「（３）電源設備」にて説明
「（７）通信連絡設備」にて説
明

外部電源の喪失

全電源の喪失
（浸水による多重故障及び共通要因故障）

原子炉の冷却機能の喪失

炉心の損傷

格納容器の破損，原子炉建屋
への放射性物質，水素の漏えい

原子炉建屋の水素爆発

環境への大規模な

放射性物質の放出

地震の発生

大津波の襲来

【事故の推移】 【事故の教訓】 【対応方針】

環境への大規模な放射性
物質の放出を考慮してい
なかった。

停電により，緊急時対策
所の通信環境が悪化した。

停電により，緊急時対策
所内の照明環境が悪化し
た。

停電により，緊急時対策
所内での監視・計測手段
が喪失した。

事故収束対応のための
資機材が不足した。

地震，津波等の自然現象
による影響を考慮してい
なかった。

「（１）設置場所及び建物」に
て説明
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２．緊急時対策所設備の検討

対策の方向性 従来の対策 新たな対策 備考

緊急時対策所建屋の

設置場所の検討

・防潮堤内側の発電所高台用地（T.P.＋23m）に設置し，基準津波

（T.P.＋17.1m）及び基準津波を超え敷地に遡上する津波による

影響を受けない設計とする。

・中央制御室から約320m離れた場所に設置し，中央制御室との

共通要因により，同時に機能喪失することのない設計とする。

新規

緊急時対策所の

遮蔽機能の強化

・中越沖地震時の基準に適合
した遮蔽機能

・基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，緊急時対策所の機能及び

遮蔽機能等に対し機能を喪失しない設計とする。

・重大事故等時において，災害対策要員が7日間とどまっても，緊

急時対策所非常用換気設備の機能とあいまって，事故後の実効

線量が100mSvを超えないよう，天井，壁及び床に十分な厚さの

遮蔽（鉄筋コンクリート）を設ける設計とする。

新規

緊急時対策所

非常用換気設備の強化

・中越沖地震時の基準に適合
した換気機能

・緊急時対策所にとどまる災害対策要員の居住性を確保するため，

緊急時対策所非常用送風機及び緊急時対策所非常用フィルタ

装置を2セット設置する設計とする。

・プルーム通過時の緊急時対策所の対策要員への被ばく防止対

策として，緊急時対策所加圧設備により緊急時対策所等を加圧

することにより，緊急時対策所等への放射性物質の侵入を防止

する。

・酸素濃度及び二酸炭素濃度が，災害対策要員の活動に支障が

ない範囲にあることを把握できるよう，酸素濃度計及び二酸化炭

素濃度計を設置又は保管する。

新規

緊急時対策所の

電源の強化

・ガスタービン発電機による給電 ・緊急時対策所用発電機を2台設置し，常用電源設備からの受電

が喪失した場合に自動起動し，緊急時対策所へ電源を給電でき

る設計とする。

・緊急時対策所用発電機の燃料は，100%連続負荷運転において

必要となる7日間分の容量以上の燃料を貯蔵する設計とする。

新規

資機材の配備 ・防災業務計画による資機材の

配備

・外部からの支援なしに７日間の活動を可能とする資機材を配備

する。
新規
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３．緊急時対策所設備の概要

項 目 基 本 仕 様

1 建屋構造 ・鉄筋コンクリート造（耐震構造）

2 階層 ・4階建て

3
建屋延床面積／
災害対策本部室
床面積

・建屋：約4,000m２／災害対策本部室：約350m２

宿泊・休憩室：約70m２

4 耐震強度 ・基準地震動Ｓｓで機能維持

5 耐津波 ・防潮堤内側，発電所構内高台（T.P.＋約23m）に設置

6
中央制御室との
共通要因による
同時機能喪失防止

・中央制御室との十分な離隔（約320ｍ）
・中央制御室と独立した機能
（電源設備及び換気設備は独立した専用設備）

7 電源設備
・通常電源設備：常用所内電気設備，非常用所内電気

設備(通信連絡設備等の負荷のみ)
・代替電源設備：緊急時対策所用発電機(2台）

8 遮蔽，放射線管理

・建屋外壁等十分な壁厚を確保した遮蔽設計
・よう素除去フィルタ付非常用換気設備の設置
・プルーム通過時の加圧設備の設置
・加圧判断のためのエリアモニタの配備
・居住性確認のための酸素濃度計及び二酸化炭素濃
度計の配備
・チェンジングエリアの設置

9 原子炉施設の情報 ・対策に必要な情報を表示するデータ表示装置の設置

10 通信連絡
・発電所内・外の必要のある箇所と必要な連絡を行うた
めの通信連絡設備の設置

11 食料，飲料水等 ・7日間必要とされる食料，飲料水等を配備

○緊急時対策所の役割
・重大事故等が発生した場合に必要な指示を行う要員
がとどまることができる。

・重大事故等に対処するために必要な数の要員を収容
することができる。

災害対策本部室

エアロック室

エアロック室

エアロック室

緊急時対策所の各階配置図

・重大事故等に対処するために必要な情報を把握及
び発電所内外の通信連絡をする必要のある場所と
の通信連絡
・外部からの支援が無くとも要員が7日間とどまり，
重大事故等に対処するために必要な資機材の配備
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３．緊急時対策所設備の概要 （１）設置場所及び建物

緊急時対策所 配置図 建屋の概要（断面図）

○緊急時対策所は耐震構造とし，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，機能（遮蔽性，機密性等）を喪
失しない設計とする。

○また，緊急時対策所は基準津波（T.P.＋17.1m）及び基準津波を超え敷地に遡上する津波による浸
水の影響を受けない，防潮堤内側の発電所高台用地（T.P.＋約23m）に設置する。

○緊急時対策所は，中央制御室のある建屋以外の独立した場所に設置し，十分な離隔(約320m)を設
けること，換気設備及び電源設備を独立させ，中央制御室との共通要因により同時に機能喪失しな
い設計とする。
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３．緊急時対策所設備の概要 （２）必要な要員の収容

災害対策本部室のレイアウト（緊急時対策所建屋２階）

重大事故等時に対処するために必要な指示を行う要員数

要員 考え方 人数 合計

発電所災害
対策本部長
他

重大事故等に対処するための指揮を行うために
必要な本部要員は本部長，本部長代理，原子炉
主任技術者がとどまる。

4名

48名
各班本部員，
班長

各班については，本部長からの指揮を受け，重大
事故等に対処するため，各本部員及び各班長が
とどまる。

20名

交替要員
上記，本部長，本部長代理，原子炉主任技術者
の交替要員4名，及び各班の本部員，班長の交
替要員20名を確保する。

24名

廃止措置本
部員，班長

廃止措置班の要員については，本部長からの指
揮を受け，プラント状態の把握及び対策本部への
インプット，事故の影響緩和・拡大防止に対処す
るために，本部員及び班長がとどまる。

4名 4名

原子炉格納容器の破損等による発電所外への放射性物質の拡散を
抑制するために必要な要員数

要員 考え方 人数 合計

運転員
（当直員）

プルーム通過時には，3名※が中央制御室待避室，
4名が緊急時対策所に退避する。

4名

18名

運転班
要員

格納容器ベント
対応

格納容器ベントの現場対応(第二
弁操作室に待避)

－

保修班
要員

水源確保・注水
ﾎﾟﾝﾌﾟ車による使用済燃料ﾌﾟｰﾙ
への水の補給操作，水源確保

2名

電源供給・確保 電源車の運転操作・監視 2名

放射性物質の拡
散抑制対応

・可搬型代替注水ポンプ車（放水
用）のポンプ操作・監視（2名）
・放水砲設備の操作，管理（2名）

4名

燃料の給油 ﾎﾟﾝﾌﾟ車等の可搬型設備への燃
料給油

2名

放射線管
理班要員 モニタリング 作業現場の放射線モニタリング 4名

緊急時対策所には，重大事故等時に
対処するために必要な指示を行う要員
及び原子炉格納容器の破損等による
発電所外への放射性物質の拡散を抑
制するために必要な要員を含め，最大
１００名を収容できる設計とする。

・災害対策本部室 ：約350ｍ２

・宿泊・休憩室 ：約70ｍ２

※ 緊急時対策所外に待避する要員

○緊急時対策所は，重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員に加え，原子炉格納容器の
破損等による発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための対策に対処するために必要な数の
要員を含め約100名を収容できる設計とする。
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３．緊急時対策所設備の概要 （３）電源設備

：新規設置

：重大事故等対処設備として使用する設備

使用できない場合の備え

外部電源

外部電源喪失

緊急時対策所用発電機（2台）

使用できない場合
の備え

①

②

○緊急時対策所の重大事故等対処設備には、緊急時対策所用発電機等の代替電源設備から電源供
給することで電源確保の信頼性を向上 （新規）

○外部電源（①）が使用できない場合でも，専用の緊急時対策所用発電機（②）を起動することで，緊急
時対策所の機能を維持するために必要な負荷に給電が可能

○緊急時対策所用発電機（②）は， 1台で必要負荷に給電できる容量を有し，これを2台設置する。

○更に，不測の事態によって緊急時対策所用発電機も使用不能となった場合等には，更なるバック
アップとして可搬型代替低圧電源車（自主）の接続も可能

中央 所外現場
現場 社外

緊急時対策所

通信連絡設備について
は，資料２－６参照

緊急時対策所
非常用送風機

緊急時対策所非
常用フィルタ装置

緊急時対策所用
発電機給油ポンプ

換気空調設備

緊急時対策所
加圧設備

照明設備 他

①②

①②

①②

①②

①②

①②

必要な
最大負荷容量
約870kVA

緊急時対策所用
発電機（1台）容量
約1,725kVA

＜
緊急時に必要とされる負荷容量
換気設備，通信連絡設備，
その他（照明，雑動力等）

可搬型代替低圧電源車（自主）

更なるバックアップ
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３．緊急時対策所設備の概要 （４）遮蔽設備及び換気設備等設計 （1／3）

名 称 設備構成・目的等

【遮蔽設計】
・重大事故等時において，対策要員が事故後７日間とどまっ
ても，換気設備等の機能とあいまって，実効線量が
100mSvを超えないよう，建屋外壁，天井，壁及び床は十分
な厚さの遮蔽（コンクリート）を設ける。
また，外部扉又は配管その他の貫通部については，迷路
構造等により，外部の放射線源を取り込まないように考慮
した設計とする。

【非常用換気設備】
・緊急時対策所非常用送風機
・緊急時対策所非常用ﾌｨﾙﾀ装置

・重大事故等の発生により，大気中に大量の放射性物質が
放出された場合においても，空気を浄化する設備を配備し，
緊急時対策所にとどまる対策要員の居住性を確保する。
・必要なファン容量及びフィルタ容量を有するものを予備を
含めて2系統設置する。

【加圧設備】
・緊急時対策所

・プルーム通過時の対策要員への被ばく防止対策として，緊
急時対策所等を加圧することりより放射性物質の侵入を防
止する。（空気ボンベ本数320本(予備80本)を配備）

遮蔽設計及び換気設備等の設計

緊急時対策所 遮蔽設計（断面図）

○緊急時対策所の重大事故等時の対策要員の居住性が確保されるように，建屋に適切な遮蔽設計及
び換気設計等を行う。緊急時対策所災害対策本部室は重大事故等時において必要な対策活動が行
え，またプルーム通過中においても必要な要員を収容可能な設計とする。

(1)遮蔽設計
重大事故等において，対策要員が事故後7日間とどまっても換気設備等の機能とあいまって，実効線量が100mSv
を超えないよう天井，壁及び床には十分な厚さの遮蔽(コンクリート)設計とする。

(2)換気設計等
重大事故等の発生により，大気中に大規模な放射性物質が放出された場合においても，対策要員の居住性を確
保するために，空気浄化をする設備を配備する。また，希ガスの放出を考慮し，プルーム通過中は空気ボンベにより
緊急時対策所等内を加圧する設備を配備し，希ガス等の侵入を防止する。
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緑線：重大事故等対処設備（流路）

緊急時対策所
換気空調設備系統図

・左図の系統の運転状態は，特
に外部の放射性物質濃度が上
昇した際の「プルーム通過時加
圧運転（災害対策本部加圧
モード）」の運転状態を示す。

・放射性プルームの通過中，緊
急時対策所等の要員が滞在を
続けるエリアは，加圧設備（空
気ボンベ）により加圧を続け，
放射性物質の侵入を防止する。

３．緊急時対策所設備の概要 （４）遮蔽設備及び換気設備等設計 （2／3）

○緊急時対策所の換気空調設備の系統概要を示す。換気空調設備は，送風機，排風機，非常用フィル
タ装置，加圧設備（空気ボンベ）等を備え，外部の放射性物質濃度に応じて系統の運転状態を切り替
え，緊急時対策所等の要員が滞在するエリアの放射性物質濃度を低減させる機能等を有する。
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３．緊急時対策所設備の概要 （４）遮蔽設備及び換気設備等設計 （3／3）

○重大事故が発生し，放射性物質の漏えい・放出によるプルーム発生時の緊急時対策所の換気設備等の運用イメージを以下に示す。

②非常時運転（緊対建屋加圧モード）

・外気を非常用フィルタ装置により浄化し，緊急時対策所等の人の滞在するエリアへ送気，再循環空気と併せ各区画へ送気する。

排気は，排風機を停止し差圧制御ラインから大気中（建屋外）に放出する。

③プルーム通過時加圧運転（災害対策本部加圧モード）

・緊急時対策所等の人の滞在するエリアを加圧設備（空気ボンベ）にて加圧し，外部からの放射性物質の侵入を防止する。

・ボンベ加圧以外の区画は，建屋正圧維持に必要な風量及び蓄電池室（水素発生区画）の排気を確保する最小風量で送気する。

④プルーム通過後加圧運転（緊対建屋浄化モード）

・加圧設備（空気ボンベ）にて，緊急時対策所等への加圧を継続した状態で非常用フィルタ装置を通した外気の取入れ量を増加させ，

建屋内に滞留している希ガスを排出する。
非常用換気設備及び加圧設備の運用イメージ

非常用換気設備運転
加圧設備運転

緊急時対策
所建屋

緊急時対策
所等

②非常時運転
（緊対建屋加圧モード）

③プルーム通過時加圧運転
（災害対策本部加圧モード）

④プルーム通過後加圧運転
（緊対建屋浄化モード）

②非常時運転
（緊対建屋加圧モード）

①通常運転

放射性プルームにより
特に外部の放射性物
質の濃度が高い期間
は，人の滞在するエリ
アを空気ボンベで正圧
化して放射性物質の
侵入を防止する。
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○放射線管理資機材等

緊急時対策所内には，外部からの支援なしに７日間の活動を可能とするための各種資機材等を配

備する。

緊急時対策所に配備する主な資機材等

緊急時対策所エリアモニタの仕様

配備する資機材等の保管場所

３．緊急時対策所設備の概要 （５）放射線管理資機材等
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３．緊急時対策所設備の概要 （６）必要な情報を把握できる設備

○原子炉の状態並びに環境放射線量等を把握するために，緊急時対策所へデータを伝送する安全

データ表示システム（ＳＰＤＳ）を設置する設計とする。

○緊急時対策所にデータを伝送するＳＰＤＳとして，データ伝送装置，緊急時対策支援システム伝送

装置及びＳＰＤＳデータ表示装置を設置する設計とする。

必要な情報を把握できる設備の概要 ＳＰＤＳデータ表示装置で確認できる主なパラメータ

：新規パラメータ
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３．緊急時対策所設備の概要 （７）通信連絡設備

○緊急時対策所には，重大事故等に対処するため，発電所内の関係要員への指示を行うことができ

る通信連絡設備（発電所内用）を緊急時対策所に設置する設計とする。

○また，発電所外の関係個所との連絡を行うことができる通信連絡設備（発電所外）を緊急時対策所

に設置し，多様性を確保した設計とする。 緊急時対策所 通信連絡設備の概要
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４．緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価について

設計基準事故を超える事故時の緊急時対策所の居住性評価にあたっては，「実用発電用原子炉に係る重大
事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド」に基づき，評価を行った。

（実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈第７６条抜粋）

緊急時対策所の居住性については，次の要件を満たすものであること。
① 想定する放射性物質の放出量等は東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所事故と同
等とすること。

② プルーム通過時等に特別な防護措置を講じる場合を除き，対策要員は緊急時対策所内でのマスクの着用
なしとして評価すること。

③ 交替要員体制，安定ヨウ素剤の服用，仮設設備等を考慮してもよい。ただし，その場合は，実施のための
体制を整備すること。

④ 判断基準は，対策要員の実効線量が７日間で100mSvを超えないこと。

被ばく評価の結果，災害対策要員の実効線量は約35mSvであり，判断基準である「災害対策要員の実効線量
が７日間で100mSvを超えないこと」を確認している。
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５．まとめ

緊急時対策所建屋は，地震及び津波等の外部事象に備えて，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し
機能（遮蔽性，機密性等）を喪失しない設計とする。また，建屋内の各設備も基準地震動Ｓｓに対し

て機能を維持できる設計とする。また，緊急時対策所建屋は，基準津波（T.P.＋17.1m）及び基準津

波を超え敷地に遡上する津波による影響を受けない防潮堤内側の発電所高台用地（T.P.＋23m）

に設置する。

緊急時対策所建屋は，外部事象に備えて中央制御室から約320m離れた場所に設置し，共通要因
により，中央制御室と同時に機能喪失することのない設計とする。

◆重大事故等時の災害対策要員の居住性を確保するため，緊急時対策所の天井，壁及び床に十分

な厚さの遮蔽（コンクリート）を設ける。また，緊急時対策所非常用換気設備及び緊急時対策所加

圧設備を設置し作動させることで，事故後の7日間の実効線量は最大約35mSvに止まり，判断基準

の100mSvを下回る。

◆常用電源設備からの給電が喪失した場合に緊急時対策所用発電機からの給電を可能とし，また，

100%連続運転において必要となる7日分の容量以上の燃料を貯蔵することで，緊急時対策所の各

機能（通信連絡，情報把握，要員収容・居住性等）を維持する。

◆外部からの支援なしに7日間の活動を可能とする資機材（食料，飲料水等含む）を配備する。

○これらの対策により，自然災害及び重大事故発生時においても，多数の災害対策要員が緊急時対

策所に滞在を続け，プラント状況の把握と発電所内外との通信連絡を確保しつつ，重大事故等対応

のための指揮命令が行えることを確認している。
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（補足説明資料 事故対応基盤について（緊急時対策所への対応））
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１．遮蔽設備及び換気設備等設計 （1／4）

緊急時対策所区画概略図

① 通常運転

・外気を取入れながら，再循環空気と併せ給気処理装置を通し，各区画に送気するとともに，排風機により大気中（建屋外）へ放出する。
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5,000 m3/h

緑線：重大事故等対処設備（流路）

② 非常時運転（緊対建屋加圧モード）

緊急時対策所 区画概略図

・外気を非常用フィルタ装置により浄化し，災害対策本部室，建屋空調機械室へ送気，再循環空気と併せ各区画へ送気する。
排気は，排風機を停止し差圧制御ラインから大気中（建屋外）に放出する。

・チェンジングエリア等，人や資機材に付着した汚染物質が入ってくる可能性がある区画及び蓄電池室（水素発生区画）については，建屋内への
再循環空気に混入しないように，差圧制御ラインから大気中（建屋外）に放出する。

１．遮蔽設備及び換気設備等設計 （2／4）
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緑線：重大事故等対処設備（流路）

③ プルーム通過時加圧運転（災害対策本部加圧モード）

緊急時対策所 区画概略図

・緊急時対策所等を加圧設備（空気ボンベ）にて加圧し，排気側の圧力調整弁により室内圧力が制御される。

・ボンベ加圧以外の区画は，建屋正圧維持に必要な風量及び蓄電池室（水素発生区画）の排気を確保する最小風量で送気する。

・チェンジングエリア等の人や資機材に付着した汚染物質が入ってくる可能性がある区画については，プルーム通過時は他の区画を含め人の立ち入り
がないことから，循環ラインに切替えプルーム通過中の建屋内外気取入量を低減させる。

・蓄電池室（水素発生区画）については，建屋内への再循環空気に混入しないように，差圧制御ラインから大気中（建屋外）に放出する。

１．遮蔽設備及び換気設備等設計 （3／4）
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緑線：重大事故対等処設備（流路）

④プルーム通過後加圧運転（緊対建屋浄化モード）

緊急時対策所 区画概略図

・緊急時対策所等を加圧設備（空気ボンベ）にて，加圧を継続した状態で非常用フィルタ装置を通した外気の取入れ量を増加させ，建屋内に滞留し
ている希ガスを排出する。

１．遮蔽設備及び換気設備等設計 （4／4）
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２.酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計の仕様

緊急時対策所には，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計を配備し，酸素濃度及び二酸化
炭素濃度が緊急時対策所にとどまる対策要員の活動に支障がない範囲にあることを監
視・把握する。
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３．緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価 （1／2）

被ばく評価条件

項目 評価条件 選定理由

放
出
量
評
価

評価事象
東京電力ホールディングス株式会社
福島第一原子力発電所事故の実績から原子炉の熱
主力比で換算，約8.8×1018Bq(合計gross値）相当

「実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所
の居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド」に基づき設定

放出開始時間 事象発生から24時間後 同上

放出継続時間 10時間 同上

事故の評価期間 7日間 同上

大
気
拡
散

評
価

放出源及び
放出源高さ

放出源：原子炉建屋（地上0m） 同上

被
ば
く
評
価

緊急時対策所非常用よう素
フィルタによる除去効率

99.0％ 設計上期待できる値を設定

緊急時対策所非常用微粒子
フィルタによる除去効率

99.9％ 同上

緊急時対策所非常用送風機
ファン流量

事象発生～24時間：5,000m３／h
24～34時間：900m３／h
34～168時間：5,000m３／h

設計値を基に設定。なお，事故後24時間から34時間は，外気少量取
り込みにより建屋内への放射性物質の流入を低減する。

マスクによる
防護係数

考慮しない 評価においては着用しないこととした。

緊急時対策所加圧設備 事故後24～35時間（11時間） 設計上期待できる値を設定
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２．緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価 （2／2）

被ばく評価結果
被ばく経路 実効線量（mSv／7日間）

①建屋からのガンマ線による被ばく 約 1.1×10－３

②大気中へ放出された放射性物質のガンマ線による被ばく 約 4.9×10－２

③室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばく 約 3.5×10１

（内訳） 内部被ばく

外部被ばく

約 1.1×10１

約 2.3×10１

④大気中へ放出され，地表面に沈着した放射性物質のガンマ線による被ばく 約 1.8×10－１

合計（①＋②＋③＋④） 約 35

緊急時対策所の対策要員の被ばく経路イメージ図


